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平成 21 年 2 月 3 日 

 

各 位 

 

会 社 名   株 式 会 社 テ イ ツ ー 
代 表 者 名   代表取締役社長  大 橋  康 宏 

（ＪＡＳＤＡＱ・コード ７６１０） 
問 合 せ 先   常務取締役 CFO 片 山  靖浩 
電 話 番 号  ０３－５４０８－５５３２ 

 
 
 

「内部統制システムの基本方針」の一部改定に関するお知らせ 

 

  当社は平成 21 年 1 月 30 日開催の当社取締役会において、「内部統制システムの基本方針」を一部改

定することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせします。なお、下線は改定部分を示して

おります。 

  

 

記 

 

「取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制」 

「使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制」 

1. 代表取締役社長はコンプライアンスについて、繰り返しその精神を役職員に伝えることにより、

法令順守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底する。 

2. コンプライアンスの責任者であるチーフ・コンプライアンス・オフィサー（ＣＣＯ）を選任する

とともに、各本部にコンプライアンス責任者を任命する。各本部のコンプライアンス責任者は各

本部における関連法令等の遵守状況のチェックを定期的に行う。 

3. ＣＣＯおよび監査役は、日頃から連携のうえ、全社のコンプライアンス体制およびコンプライア

ンス上の問題の有無の調査に努める。 

4. 役職員がコンプライアンス上の問題を発見した場合には、上長、社内関連部署に報告するととも

に直接ＣＣＯに報告するものとする。報告・相談を受けたＣＣＯは内容を調査し、従業員の法令・

定款違反行為については、人事担当部門長に人事戦略会議への処分答申を指示し、役員の法令・

定款違反については、取締役会に具体的な処分を答申する。 

   また、「コンプライアンス・ホットライン規程」を制定し、業務上の指揮命令系統とは独立別個

の通報・相談機能を設けることにより、迅速かつ効果的に不正行為等の防止または早期発見と是

正対応を行い、コンプライアンスの強化を目指す。 

5. 取締役会の職務執行の適法性を確保するための強力な牽制機能を期待し、取締役会に当社と利害

関係を有しない社外取締役が常時在任するようにする。 

 

「取締役の職務の執行にかかる情報の保存および管理に関する体制」 

 取締役の職務執行にかかる情報の保存および管理につき、取締役会および監査役会の承認する文書

管理規程に従い、職務執行にかかる情報を文書または電磁情報により電磁的に記録し、保存する。取

締役および監査役は文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。 

 

「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」 

リスク対応マニュアルおよび緊急連絡体制により、リスクカテゴリーごとの責任部署を定め、全社

のリスク管理体制を明確化するとともに、内部監査部門が各部署のリスク管理状況を監査し、その結
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果を定期的に取締役会に報告する。 

また、情報システム業務管理規程、情報システム開発および変更管理規程、情報システム運用管理

規程、情報セキュリティー管理規程を定め、情報資産を守るための方針および行動規範を明確化する。 

 

「取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制」 

 効率的な運営体制を確保するため、「職務分掌・権限規程」により、各部門の業務執行に必要な職務

の範囲および権限と責任を明確にするとともに、「取締役会規程」および「稟議規程」等の機関決定に

関する規程を定め、決裁権限を明確にする。 

 

「株式会社ならびにその親会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体

制」 

当社グループのセグメント別の事業ごとに、それぞれの責任を負う取締役を任命し、法令遵守体制

を構築する権限と責任を与え、ＣＣＯはこれらを横断的に推進し、管理する。 

また、当社子会社においては、当社内部監査部門の定期的監査を受入れ、その報告を受けるととも

に、ＣＣＯと定期的に情報交換を行い、コンプライアンス上の課題、問題把握に努める。 

 

「監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制」 

監査役の職務を補助する組織を、人事企画本部人事総務部とし、人事総務部員の中から補助者を任命

する。 

 

「前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項」 

補助者の人事異動については監査役会の意見を尊重するものとする。 

 

「取締役および使用人が監査役(または監査役会)に報告をするための体制その他の監査役(または監査

役会)への報告に関する体制」 

取締役および使用人は、監査役に対して、次の事項を報告する。 

1. 当社グループに関する重要事項 

2. 会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事項 

3. 法令・定款違反事項 

4. 毎月の経営状況として重要な事項 

5. 内部監査部による監査結果 

6. 上記のほか、監査役がその職務遂行上報告を受ける必要があると判断した事項 

また、監査役は取締役会をはじめ当社グループの事業運営において重要な議事事項の含まれる会議

(執行役員会議等)に積極的に出席して報告を受ける体制を確保する。 

 

「その他監査役会の監査が実効的に行われる事を確保するための体制」 

監査役会は、代表取締役社長、会計監査人とそれぞれ定期的に意見交換会を開催する。 

業務監査面においては、常勤監査役は、稟議規程における代表取締役社長決裁案件に対して、決裁以前 

に内容を確認し、適宜意見を述べることが可能な体制とする。 

 

「反社会的勢力排除に向けた体制」 

 当社は、反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、反社会的勢力の活動を助長する一切の関係

を拒絶するとともに、人事総務部を対応部門として、所轄警察署、顧問弁護士、外部顧問等との協調関

係を強めていく。 

 

 

                                       以 上 

 

   


